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１．はじめに 
 
一般に、財政的に自立できるほど生産性が高くない
農村は、都市に依存するのみで、都市にとってただ重荷
になる様に見られがちである。しかし現実には、農村の
一方的な依存ではなく、都市もまた都市機能維持のため
に周辺農村に依存している。つまり、自然共生地域を含
む農村と都市は相互に補完し合う一つの広域的生活圏で
あると見ることが出来る。この考えに基づき、二地域居
住やグリーンツーリズムなどの都市と農村の二地域に跨
り効用を同時に消費する居住形態について考察する。 
農村から見た都市機能の効用、都市から見た都市機
能の効用は都市経済学的に効用関数として推計すること
が出来る。しかし、都市から見た農村の効用については、
未だ検討が行われていない。本研究の目的は、この効用
を明らかにし、広域圏での都市、農村機能の同時消費の
形態を理論的に評価するモデルを構築することである。 
 
２．同時消費の理論的フレーム 
 
（１）生活地域を越えた消費者の移動 
都市経済学の分野では、サービス等の財の消費は消
費者の居住地域内でのみ行われるもので、他地域にある
サービスは消費できないこと（ Concealed-Non-
Convexity）を前提としてきた。しかし現実には、全体
の経済活動に占める比率は少ないが、消費者は居住地域
を越えて他地域へ、財を消費することを目的とした移動
を行っている。二地域居住をモデル化する際に、この現
象を経済学的アプローチから解明する必要がある。 
 
 （２）消費メニューが増加することで高まる効用 
都市から見た農村の効用は、居住地域の所有する財
と他地域の所有する財のアメニティの差（異質性）の効
用だと考えることが出来る。つまりアメニティの差が大
きくなればなるほど効用は高くなるものと考えられる。
広域圏での都市間移動について見れば、この異質性によ
って高まる効用の価値は距離によって大きく左右される
はずである。 
またこの評価モデルを作る際の留意点として、消費
のメニューが増加する事の効用が考えられる。具体例と
して、家の中での消費の高度化を挙げて説明する（図-
1）。第一段階として経済の発展に伴い消費のメニュー
が増加する。第二段階として増加した消費のメニューを
消費しきる時間がなくなるため、消費者の消費技術が高
度化する。これによりメニューの同時消費が可能となり、
再度消費のメニューが増加する。この繰り返しが家の中
で起きている。 
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図－１ 家の中での消費の高度化 
この場合、消費者が得る効用は式に示すディクシッ
ト=スティグリッツのモデルによる説明が可能である１）。 
)1(1 )()1( µµµµ µµ −−−−−= ApYGU     (1) 
U：消費者が得る効用、μ：財aの支出割合 
Y：消費者の予算、G：価格指数、pA：財bの価格 
この考え方を引用すれば、都市の住民が農村の財を
消費しに行く行動は、新たに増加したメニューを消費す
る行動と捉えることが出来る。しかし、これを異質性の
評価で考えるならば、既存の評価手法は適用不可能であ
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り、今後研究を重ねて議論していく必要がある。 
また、都市に生活しながら農村の効用も享受すると
いう新たな消費の技術に対しては、距離の概念が含まれ
てくるため、理論式は当然ながら都市の効用と農村の効
用それぞれを単純に足し合わせることで求まる関数では
なく、ディクシット=スティグリッツのモデルを用いて
推定できるかどうかは十分な検討が必要である。 
 
（３）世帯を通じた効用 
農村教育の効用は、消費者である子供が農村へ通学し
て教育を受けることで得られる効用である。しかし子供
は都市に居住し、都市生活の中で家族という消費団体に
属しているため、何らかの形で農村の効用を家族内で共
有していると考えられる。これにより家族は移動を伴わ
ずに、ある程度消費の高度化が計れると考えられる。ま
た家族内での消費の高度化が、子供の消費行動にも何ら
かの影響を与えると考えられる。こういった個人の効用
が組織全体の効用に繋がる点も、論理の発展系として考
えられる（図-2）。 
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図－２ 世帯を通じた消費の効用 
 
３．農村についての意識調査 
 
 （1）調査概要 
農村の効用を計る一指標として教育機能を取り上げ、
その価値を計測することを目的とした調査を行った。 
 本研究の対象地域は、北海道北部にあって病院等の医
療機能の中心を担う都市である名寄市（人口約３万２千
人）である。対象者は市立名寄大学の学生 32 人である。 
 調査の手順は、アンケートを行う前に農村自体と農村
教育の利点・欠点についてそれぞれ WS 形式で意見交
換を行った。次に、WS の結果を踏まえた上でアンケー
トに移り、「一般的に小中学校で１年間にかかる費用は
10 万円とし、それに対して将来自分の子供に農村で小
中学校教育を受けさせるとしたら、幾ら位までなら金額
負担を考えますか？」という形式で農村教育に対する支
払い意思額を尋ねた。 
 
 （２）調査結果 
a）WS結果 
 以下にWSで出た意見を簡単にまとめる。 
農村自体の効用：肯定的な意見として、地域ぐるみ
の交流や自然環境の良さなどの都市では得難いものであ
るとの意見が多く出された。反対に否定的な意見では、
インフラ整備や娯楽施設などの、都市的な財が備わって
いないことが大半を占めた。 
農村教育の効用：肯定的な意見として、生徒と教師
の距離が近い事や、自然を通じた野外活動が盛んに行え
ることなど、総じて情緒面の教育に優れている面が多く
挙げられた。否定的な意見では、塾や予備校が少ないこ
とや受験、就職情報が手に入り辛いなど、都市に比べて
受験、就職面での不安が大きいという意見が多かった。 
b）農村教育への支払い意思額 
アンケート結果より、農村教育への支払い意思額を
推定した。推定結果を表-1に示す。 
表－１ 回答額（支払い意思額） 
 金額 
最大金額 200,000円
最小金額     100,000円
中央値  23,057円
標準偏差 11,456円
 
４．おわりに 
 
今後、地方部では高齢社会・ゆとり社会などの新し
い価値観に基づく市場が形成される可能性が高く、生活
圏域の中心都市への交通インフラによる交通質の向上が
重要である。本研究で示したように、農村地域の中心都
市に居住し、子供達が教育環境に優れた農村に通学する
ことも考えられよう。本研究の成果は以下の２点である。 
1. WS の結果より、都市から見た農村、農村教育の
効用を計測した。これは、異質性の価値によるも
のだと考えられる 
2. 支払い意思額の推計結果より、農村教育の効用は
正の効用と考えられていることが分かった 
今後の課題は、都市の住人から見た農村の効用、つ
まり都市と農村それぞれのアメニティの差による効用を
どう表すか、加えてそれが都市間の距離、都市の規模、
インフラなどによってどう変化するかを的確に捉えたモ
デルの作成が挙げられる。 
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